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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発
一地域統計データによる地域経済圏の統計的分析一

上藤一郎・浅利一郎・山下隆之・高瀬浩二

はじめに

筆者たちは,県内地域別の政策課題にアプローチするため,過去数年にわたリシステムダイナミッ
クス (system Dynamics,以 下 SD)に よる独自のモデル開発に取り組み,開発された「静岡システム
ダイナミックス・モデル」 (静岡 SDモデル)を用いて様々な地域経済分析を行つてきた。Dその研究
経緯を簡単に振り返ると,先ず 2007年に最初の全県版の静岡 SDモデル①を完成させ,それを用いて

県内各産業の経済成長やその成長が静岡県の環境問題に与える影響などを分析した。その後この静岡

SDモデルは,2010年および 20H年に更なる改訂を加え,データ更新や経済セクターの設計変更を行
うなどしてより精度を高めてきた。

2)

こうした静岡SDモデルの開発とそれによる分析に並行して,筆者たちは分析の基礎となる地域統計

データの整備にも力を注いできた。その成果の一つが,総務省統計局による「オーダーメー ド集計」
のサービスを利用して,既存の公的統計では得られない地域表章の集計データ (国勢調査再集計)を
活用したことである。より具体的には,労働移動から見た静岡県内における経済圏を数量化Ⅳ類によ
つて分類し,更にその分析結果の精度を検討したことであり,これらについては次のような成果を得
ることができた。

先ず県内経済圏の統計的分類については,労働力移動の点から見た各市町間の経済的相互依存関係
を分析するため,親近性の「近さJを分析する統計手法 (数量化 IV類およびクラスター分析)を用
いて,一つの新しい知見を見出すことができた。これまで静岡県では,現行の総合計画 (2006年)に
基づく伊豆半島,東部,中部,志太榛原・中東遠,西部の 5地域区分を基準として,各地域の特徴や
課題を明らかにしてきた。この 5地域区分は,主に歴史的な地域の結びつきを反映した行政上の区分
であるが,それに対し筆者達は前述の手法を用いて再検討を行い,静岡県内をより経済的な結びつき
の強い 5地域区分 (伊豆,東部,富士・富士宮,中部,西部地域)も しくは 6地域区分 (伊豆,東部 ,
富士・富士宮,中部,志太榛原 。中東遠:西部地域)に再編することができることを明らかにした。
更にそこで得られた知見に基づき,新 しい 6地域区分の人自動態および経済成長の将来予測を行うた
め,静岡 SDモデル(II)を開発しその研究成果を公表した。
一方,オーダーメー ド集計データの精度については,上藤・浅利・山下 。高瀬[141で明らかにして
いる。ここでいう精度とは,オーダーメー ド集計データを利用することに起因する「誤差」を意味し
ており,それは統計表章上静岡県内における市町村問労働移動者数を10人単位で集計・表示すること
から生じる乖離を意味する。再集計されたデータにこのような誤差が含まれることは,データ保護を
目的とする公的統計の法的制約により不可避である。またこのような誤差は,ラ ンダムに発生してい

るとは言い難いく,それ故誤差の正規性を仮定した推論が困難である。誤差のランダム性,正規性を
仮定できない以上,「分析結果の精度」を検討するにはオーソドックスな統計的推論の方法に依拠する

ことができず,こ のため上藤・浅利・山下・高瀬[7]では,この精度問題を解決する一つの試みとして

,感度分析を行い数量化Ⅳ類による分析結果の変化を検討した。

D SDモデルの特徴や詳細については,例えば,Yanlashita[151,山 下 [161,山下・高瀬 118]等 を参照。
つこの研究経緯については山下・上藤・高瀬 [191を参照。
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そこで本稿では,こ のような一連の研究経緯の総括として,上藤・浅利・山下・高瀬 [19]で行つ

た数量化Ⅳ類による統計的分類とその感度分析の概要を示す。つその際,これまで取り上げなかった

地図情報を付/JBして,視覚的な方法による分析結果の要約を試みる。次いで,これらの分析で用いら

れたデータの比率補正法を取り上げる。前述の統計的分類に用いられるデータは,基本的には各市町

間の労働移動率が用いられるが,小地域区分で「比率」を用いる場合,異なる人口規模による比較可

能性の問題が不可避的に発生する。すなわち,人 口規模や労働力人日の規模が異なる場合の比率によ

る比較である。例えば,人口規模や労働力人口の規模が大きい地域と小さい地域の労働移動率を比較

する場合,見かけ上の数値上は同じであつても必ずしも同列に扱つてよいというものではない。そこ

で本稿では,人口規模に見合う比率に補正する試みとして経験的ベイズ推定法を取り上げる。経験的
ベイズ推定法はもともと人口動態分析でしばしば用いられる補正法であるが,本稿では筆者たちが問

題とする地域経済分析への応用拡張とその問題点を検討する。

1.労働力移動から見た静岡県内における経済日の統計的分類
一般に静岡県内における経済圏は,伊豆半島,東部,中部,志太榛原・中東遠,西部の 5地域に分

類される。しかしながら,県内地域経済の特性をより的確に分析にするには,経済圏や文化圏の異な

る志太榛原・中東遠をさらに分離し6地域に区分する方が,実態を反映するという意味で有効である

場合も多い。そこで筆者たちは,これら5地域あるは6地域が労働力移動の点でおのおの自立した経

済圏を形成しているかどうか統計データを用いて検証した。利用したのは 2005年における国勢調査の

オーダーメード集計データで,そのデータを数量化 IV類 とクラスター分析に適用することによつて,

静岡県における経済圏の統計的分類を試みた。具体的には,各市区町村間の労働力 (総数)の流出・

流入において各市町村間の親近性 (依存度)を計測し,更に親近性のある市町村をグル‐プ別けする

ことによつて,相互依存関係の強い市町村からなる経済圏を分類した。先に指摘した静岡 6地域がこ

の分析結果に一致すれば,その地域分類の妥当性が労働力移動の,点で検証されたことになる。この検

証のため,先ず数量化Ⅳ類を適用し,親近性の「近さ」を2次元の座標軸においてスケーリングした。

更に,得 られた2次元の数量化スコアをクラスター分析によつて分類し,相互依存関係の強い市町村

同士をグループ化した。

1.1 地図情報による分析結果の概要

分析結果を述べると,先に述べた静岡県による5地域分類,あ るいはより細分化された 6地域分類

と完全には一致していないが,その不一致にはある共通したパターンが示された。具体的に述べると,

第一に, どちらの分類においても,志太榛原地域と中東遠地域が静岡市を中心とする中部地域と浜松

市を中心とする西部地域に分断され,少なくとも労働力の流出入という点では自立した経済圏を確立

していないことが推察できた。一部異なる市町村も見られるが,概ね志太榛原地域の市町村が中部地

域,中東遠地域の市町村が西部地域と相互依存関係を結んでいることが確認された。

第二の特徴として,東部地域が伊豆地域における一部の市町村と依存関係にあることが示された。

しかしその反面,富士市や富士宮市を中心とする地域が東部地域と中部地域 (由比町)から分離して,

独自の経済圏 (富士・富士官地域)を形成していることも確認できた。この結果,伊豆地域は前述の

ように東部地域との依存関係を有する市町村,伊豆地域独自の経済圏を形成している市町村に分離し

ていることが判明した。

"感度分析
の詳細な結果については上藤・浅利・山下・高瀬 [191を参照。
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なお付言すれば,こ こで用いた数量化Ⅳ類と呼ばれる分析方法は,親近性をどのような指標で計測

するかによつて分析結果が異なる可能性がある。筆者たちもこの点を考慮し,い くつかの指標によっ

て試算を行つている。。しかしながらいずれの指標においても,志太榛原地域・中東遠地域の分散化

と富士市・富士官市を中心とする「富士・富士宮地域Jの 自立性については,同様の結果が得られ従

来の分類とは異なる独自の知見を見出すことができた。

そこでこれらの結果を地図情報で視覚的に確認する。それに先立ち,数量化Ⅳ類とクラスター分析

による地域分類の結果を図 1「固有ベクトルの 2次元グラフ」で見ておこう。

図 1 固有ベク トルの 2次元グラフ

数量化Ⅳ類を適用した数量化Ⅳ類とは,林知己夫によつて開発された外的基準のない多変量データ

解析の方法であり,数学的には計量的多次元尺度構成法の一つであると見なし得る。今,″個の対象

において任意の対象 jと プの間の親近性 (依存度)を表す指標をっとする。但し,,ノ =1,2,… ″,,≠ブであ

り,■′,(′ =プ)は考慮されない。また
`ク

は正負の値をとり得るどのような統計量であつてもよいが,句

が大きいほど親近性が高く,逆に小さいほど親近性が低くなるよう定義されなければならない。ここ

で対象 jについてある未知量 xァ を付与し

り新規性の尺度の定義とそれらの計算結果については,山下・上藤1181お よび山下・上藤・高瀬 [19]を参照。
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散 ′ =1の下で最大化する場,(′ =1,2,…″)を求める。その結果得られた固有ベ
″            ″

クトル xを対象プの座標軸とし,こ の尺度に基づく座標値■,(J=1,2,… 2)'によって対象間の相互依存関

係を把握することが数量化Ⅳ類の目的である。これは即ち,親近性の尺度で測られた数値を″次元ユ

ークリッド空間における点と見なし,これら各点の距離から見た分布特性,つまり類似した対象間の

距離は近く,類似していない対象間の距離は遠くに布置するような特性を,固有ベクトルで尺度化さ

れた 1次元もしくは 2次元の座標軸から把握することを意味する。0

図 1はこの分析結果を示している。これは,数量化Ⅳ類によつて求められた第 1固有ベクトルと第

2固有ベクトルにヽヽする各市町の数量スコアを示した散布図であるが,更にクラスター分析によつ

て 5分類と6分類した各市町のグループを楕円で類別している。この図を見ると,市町名が重なって

少々判別しにくいものの,大きく二つの特徴が明らかになっていることがわかる。
一つは,前述の通り5分類および 6分類で見ても,志太榛原地域と中東遠地域が静岡市を中心とす

る中部地域と浜松市を中心とする西部地域に分断され,少なくとも労働力の流出入という点では自立

した経済圏を確立していないことである。また東部地域が伊豆地域における一部の市町村と依存関係

にあること,その一方で富士市や富士宮市を中心とする地域が,東部地域と中部地域 (由比町)から

分離して独自の経済圏 (富士・富士宮地域)を形成していることも示されている。更に6分類で見る

と,5分類では東部地区に含まれる一部の伊豆地域 (熱海市,伊豆市)が分離することもわかる。
もう一つの特徴は,グループ分けされた市町の位置情報が第 1軸 (第 1固有ベクトル)に対応して

いる点である。第 1軸の上に位置するグループから,西部地域,中部市域,富士・富士宮地域,東部

地域,伊豆地域の順に布置されており,第 1軸の上・下が静岡県内市町の西 。東に対応していること

がわかる。つまりそれは,第 1固有ベクトルが地理情報を表す軸として解釈可能であることを示して

いる。

以上の分析結果を,図 2～5の地図情報で確認しておこう。図 2は ,静岡県が総合計画 (2006年 )

で採用している5分類を,更に志太榛原地域と中東遠地域に細分して6分類にしたものである。図 3

は,図 1で見た数量化Ⅳ類による2次元グラフを地図上で示したものである。この図 3の地図情報に,

労働移動の手段となる交通網の情報を加えたものが図4と 図5で ,図 4は鉄道網の情報をカロえたもの,

図 5は図4に加えて幹線道路の情報を加えたものである。これらを見れば,数量化Ⅳ類による地域分

類が交通網と対応していることが理解できよう。

つこの座標値を数量化理論では
'数
量化スコア」と呼ぶ。

●数量化Ⅳ類を始めとする数量化理論の基本的な考え方や論理については,開発者自身による林[2]・ [191を参照。ま
た数量化IV類は,理論的には多次元尺度構成法の一つのヴァリエーションでると見なすこともできる。このような観
点から数量化Ⅳ類と多次元尺構成法の関係を論じた文献については,齊藤・宿久16]を参照。
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図 2 静岡県 6地域分類

図 3 数量化Ⅳ類による 5分類
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図4 数量化Ⅳ類による 5分類 (鉄道 )

図 5 数量化Ⅳ類による 5分類 (鉄道・道路 )
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1.2 オーダーメー ド集計による統計データとその精度

本研究における統計的分析は,本来,県内地域別の政策課題にアプローチするため,「静岡システム

ダイナミックス・モデル」 (静岡SDモデル)を開発し,それに付随してモデル分析に必要な統計デー

タを整備することに端を発している。この研究の一環として,不足していた地域統計データの作成作

業を行い静岡県の経済成長をめぐる政策シミュレーションを試みてきた。その過程で,総務省統計局

による「オーダーメード集計」のサービスを利用し,既存の公的統計では得られない地域表章の集計

データ (国勢調査再集計)を活用した。本研究の分析結果はその一つの結果である。

分析で必要とされるデータは,「静岡県における市町村間の産業別就業者の流出・流入」であるが,

公的統計でこのような統計情報を含むデータは,個票単位で産業別就業者の移動先 (勤務地所在地)

情報が含まれている『国勢調査』以外存在しない。しかしながら,細分化された産業別市町村間の県

内移動については,人 口20万人以上の都市の場合を除いてデータが公表されてはいない。このため,

この分析においては,統計法の改正に伴い 2009年度より実施されるようになつた「委託による統計の

作成等 (オーダーメー ド)」 の制度を利用し,それにより得られた 2005年度国勢調査の再集計データ

を用いることとした。このような独自のデータを用いて分析を試みたことが,本研究の一つの特徴で

あると見なし得る。

主要な結論については前述のとおりであるが,その際,看過できないのは,オーダーメー ド集計デ

ータを利用することに起因する「誤差Jの問題である。この誤差とは,統計表章上,静岡県内におけ

る市町村間労働移動者数を10人単位で集計・表示することから生じる乖離を意味する。再集計された

データにこのような誤差が含まれることは,本研究で扱つた国勢調査のオーダーメー ド集計データに

限らず,細分化された地域表章のオーダーメー ド集計データー般についても言えることである。

匿名データとは異なリオーダーメー ド集計データは,細分化された地域表章データの利用が可能で

あるという点で,地域分析にとつて今後よリー層の拡充が期待される。しかしその一方で,前述のよ

うな誤差が生じることは,データ保護を目的とする公的統計の法的制約上不可避の問題である。また,

このような誤差は,ラ ンダムに発生しているとは言い難く,それ故誤差の正規性を仮定した統計的推

測が困難であることは,オーダーメード集計データの利用者にとって受容せざるを得ない問題となる。

従つて 「分析結果の精度Jを検討する場合,オーソドックスな統計的推測の方法に依拠して特定のパ

ラメーター (例えば特定の市町村間の労働移動率)の有意性を調べることは必ずしも妥当ではない。

問題は,そのような誤差を含んだことによつて分析結果が,誤差を含まない場合に比べてどの程度

変化するのか,と いう点である。幸い筆者たちが利用した再集計データについては,全産業の市町村

間労働移動の場合,本来の公表されている国勢調査データでも利用できるためその比較が可能である。

そこで上藤・浅利・山下・高瀬[7]では,このオーダーメー ド集計データの精度問題を解決する一つの

試みとして,感度分析による分析結果の変化を検討した。つ

感度分析とは,データにある揺らぎ (摂動)を与え,それによつて選択された統計的方法による分

析結果がどのように変化するかを分析する方法である。本来は回帰分析を対象に発展した方法である

が,様々な多変量解析の方法にも拡充されている。特に本節で用いた数量化の方法に対する感度分析

については,田 中 [8]・ [9],Tallaka[101による一連の研究によつて,い くつかの影響関数の性質が明

らかにされている。しかしながらこれらの研究は,主に数量化Ⅲ類を対象とした感度分析であり,数

量化Ⅳ類については取り上げられていない。また上藤 [111で も,田 中豊の先行研究を基礎として,

同じく数量化Ⅲ類における振動の与え方と影響関数の問題を取り上げたが,数量化Ⅳ類については言

η詳細な分析結果については,上藤・浅利・山下・高瀬 [19]を参照。
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及していない。このため上藤・浅利・山下・高瀬[14]では,上藤 [11]で試みた分析を拡張して数量化

Ⅳ類の影響関数を求めた。

先ず既存の国勢調査データに基づく「総数として就業者の市町村lll県内移動」と,オーダーメー ド

集計に基づく「総数 として就業者の市町村別県内移動」の乖離率を見ておこう。ここで乖離率とは以

下のように定義される。

再集計値一国勢調査値
乖離率=

実際に本研究で使用 したデータで見てみると,

0)
国勢調査値

表 1のようになる。

表 1 全産業における乖離率

項  目 乖離率

全産業非流出入 02%

全産業流出入 12%

全産業合計 01%

なお,これは全産業における就業者の県内市町村移動を表章した統計データであるが,産業別につ

いても各々「10人単位の表章J原則が存在している。このため再集計データの産業別合計と全産業の

再集計データが一致しないことも付言しておかなければならない。

そこで次に与えた摂動とその影響関数について見る。Saltell― Chan― Sco■ [1]は摂動の多様性を指摘

しているが,これは言い換えれば,摂動の与え方について厳密なルールが確立されていないことを意

味する。このため上藤・浅利・山下 。高瀬[14]では,上藤 [H]に基づいて以下の二つの摂動を与えて

分析を行つた。

摂動 (1)

全ての変数, レコー ドに対して,(国勢調査値―再集計値)X002の摂動を与える。これは,国

勢調査値に対する乖離率が01%であることから,再集計値に対して毎回 00002%の摂動を累積的

に与え,最終的には国勢調査値に至ることを意味する。再集計値による親近性尺度の計算から始

まり,このような摂動を逐次与えながら国勢調査値よる親近性尺度の計算結果まで合計 50回の計

算を繰り返し,分析結果の感度を調べた。

摂動 (2)

全ての変数において,静岡市から新居町までの 44市町村についてレコー ドを逐次国勢調査値に

入れ換え,合計 44回の計算を繰り返し,分析結果の感度を調べた。

これら二つの摂動を与えた場合の影響関数については,上藤 [111で用いた二つのタイプの影響関数

を適用した。その一つは,任意の固有値θ(′)に着日した影響関数で

劉ε→諷)―。→
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と定義される。本稿で用いた数量化Ⅳ類の分析では二つの固有ベクトルを採用しているため,影響関

数は,固有値θ(1)と θ(2)の場合について調べる必要が出てくる。もう一つは:標本スコアγ(′)の変

化に着目した影響関数で以下のように定義される。

1囲εJ側
(3)式で定義される影響関数は,特定の固有値に着目した局所的な影響関数であるのに対して,(4)

式で定義される影響関数は,数量化Ⅳ類で分析上必要とされる固有値,固有ベクトルに基づく標本ス

コアに着目した総合的な影響関数であると言えよう。

再集計値による親近性指標の計算から始まり,逐次国勢調査値による新規性指標の計算結果まで摂

動 (1)を与えながら,合計 50回の数量化Ⅳ類の計算を行い,ク ラスター分析によってそれぞれ 6

分類した所, 28回 目の感度から29回 目の感度を与えたとき,静岡市を中心とするクラスターと富士

市・富士宮市を中心とするクラスターに大きな変化が認められた。

この感度分析は,固有に着日した影響関数については,分析結果の変化をよく表している結果が得

られた。しかしながら,標本スコアの変化に着目した影響関数では,11回 目の感度と 16回 目の感度

に大きな変化が認められたものの,それ以外の感度は全て一定で変化が認められなかった。一方,実

際の数量化Ⅳ類とクラスター分析の結果においては,これらの感度を与えた場合でも,当初 (出発点)

の分析結果と比べて全く変化はなかつた。つまりこれは,標本スコアによる影響関数が数量化Ⅳ類の

場合における感度を十分に反映していないことを意味している。

摂動 (2)は,すべての変数において,静岡市から新居町までのレコー ドを逐次国勢調査値に入れ

換え,それによつてデータに揺らぎを与えるものである。従つてこの場合は,一つの市町村が国勢調

査値であることを除き,それ以外の市町村は再集計値であることを原則とする。この振動を用いた数

量化Ⅳ類による分析結果は,再集計値による分析と比較して大きな変化が認められず,静岡市と熱海

市のデータを入れ替えた場合に多少の変化が認められるに止まった。人口規模の大きい静岡市の場合,

その変化も大きく,全ての影響関数においてもの傾向が反映されたものであると理解できる。しかし

ながら熱海市の場合は,固有値θ(1)の影響関数にその感度が示されているものの,固有値θ(2)の影

響関数においてはそれが示されなかった。またいずれの場合においても,急激な変化のパターンは認

められず,数量化Ⅳ類とクラスター分析による分析結果に大きな変化は認められなかつたとする前述

の指摘を裏付ける結果となつた。

これに対して,標本スコアによる影響関数では大きな変化を繰り返す感度のパターンを示しており,

実際の分析結果の安定性を十分反映していない結果となつた。これは,摂動 (1)の場合と同様,数

量化Ⅳ類の場合,こ の影響関数による感度評価に問題があることを示唆しているものと思われる。こ

の点についての理論的解明については今後の更なる検討が必要となろう。

以上の分析結果をまとめると次のようになる。オーダーメー ドの再集計データを利用することによ

る分析結果の精度については,約 006%の感度 (28回 から29回目の感度)をかけた場合に分析結果

の変化が認められた。その変化は,再集計データを用いた数量化Ⅳ類による分析結果を否定するほど

のものではなかったが,留意すべき問題点も含まれているように考えられる。例えば,このような変

化が,再集計に伴う誤差に基づくものなのか,そ うではなく,振動の与え方の問題や感度による変化

を評価する影響関数の問題なのを明らかにすることが上げられる。また仮にこの変化が誤差に伴うも

(4)
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のであれば,それを補正するために適切な方法を検討する必要もあろう。

2.経験的ベイズ推定法による市町間労働移動率の補正
小地域区分に再集計されたデータの精度については,比率の補正も重要な問題として検討する必要

があろう。前述の統計的分類に用いられるデータは,基本的には各市町間の労働移動率にカロエして利

用されるが,小地域区分で「比率」を用いる場合,異なる人口規模による比較可能性の問題が不可避

的に発生する。すなわち,人 口規模や労働力人口の規模が異なる場合の比率による比較である。人口

規模あるいは労働力人口の規模が大きい地域と小さい地域の労働移動率を比較する場合,見かけ上の

数値上は同じであつても必ずしも同列に扱つてよいというものではない。例えば,表 2は本研究が分

析の対象とした 2005年の労働流入率のうち,焼津市と岡部町から静岡市に流入する流入率を農業部門

と全部門について示したものである。この比率を見ると,全産業に比べて農業部門では両市町の流入

率はきわめて高いが,実際のところ静岡市への農業部門の総流入者数は35名 (推定値)であり,こ の

うち焼津市が 10名 (推定値),岡部町が 5名 (推定値)と なっているに過ぎない。ゆ一方,表 3を見

れば明らかなように,両市町の全産業全地域の流出者数に占める農業部門の比率は,それぞれ 019%

と0.13%と きわめて低い数値を示している。

表 2 静岡市の労働流入率 表 3 全地域への流出数
従業地 静岡市の流入率

常住地 全産業 農業

焼津市 27916 2857%
岡部町 040% 142911

従業地 じ地域への流出 数 全流出数に占め
る悪業の割合常住地 :産業 一鯖

焼津市 27000 50 019%
岡部町 3950 5 013%

問題は,こ のような比率の数値を絶対的な情報と見なすとき,例えば静岡市への流入者数について

焼津市では全産業では2.79%を占めているのに対して農業部門では2857%と 1024倍の高さであるの

に対して,岡部町では 3573倍となつており,相対的に大きな依存性があると判断されやすい。しか

しながら,焼津市と岡部町とでは人口規模や労働力人日規模が大きく異なっていること,ま た全産業

に占める農業部門の就業者が相対的に少ない状況の下で,こ のような経済的に強い「相互依存関係 J

を認めることには問題が残る。これらの問題は,小地域で細分類されたデータを比率という情報に加

工するという事情に起因している。このような問題を回避し,人口規模や労働力人口規模に見合った

比率に補正する方法は統計学的には様々な方法が提案されているが,本研究では経験ベイズ推定法を

取り上げ検討することとした。この研究はあくまでもまだ試験的な段階であり,実際の応用には多く

の検討課題を残している。そこで本稿では,丹後[14]・ [151に従つて経験的ベイズ推定法の基本的な考

え方を示し,その応用上の問題点を労働流出率について簡単に述べることとする。"
今,任意の流出元 (常住地)か らの流出先を,市町村,任意の産業をノとするとき, θJを ノ産業に

おけるJ市町村への労働流出量,″ ノを′産業における流出元の就業者総数, 7fyを ブ産業の県内総労

ゆ前述のように,オーダーメード集計値は 10人単位の表章によることから,総数と年齢別区分の合計は必ずしも一致
しない。そこで本稿では,便宜的に推定値を総数と年齢別区分合計の平均値として求めた。
9これに関連して,ベイズ推測論の基本的な思想や論理については松原 [19]を参照。
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働流出量
Ю),Ⅳ を県内全域の就業者総数とする。但し,=1,2,… α,ノ =1,2,一カとする。ここで流出元のノ

産業における′市町村への労働流出率 〈,市町村への労働流入量)θノま,以下のように定義される。

%=キ           ⑤
丹後[11]・ [12]では,死亡率の補正を目的として,事前分布にガンマ分布を仮定してその分布に含ま

れる未知パラメーターを最尤法によって求め,最終的には比率の補正値としての経験的ベイズ推定量

を求めている。同様の仮定を置いて,こ こで問題とする労働流出率の経験的ベイズ推定量を求めれば

次のようになろう。

よく知られているようにベイズの定理は,原因に相当するパラメーターをθ,事前分布を g(θ),事

後分布を g(θ xヽ),結果に相当する観測値χの確率密度関数をスχヽ のとしたとき,以下のような関係

が成り立つことを示している。

まい つ=品
     

⑥
)/(X｀θ)グθ

ベイズ推測でしばしば問題となるは, どのような確率分布を事前分布として想定すべきなのかという

点であるが,丹後[11]・ [12]では以下のようなガンマ分布を想定している。

s@ = 1fiya@e)g 
-t ex1{-al)

但しθ≧0である。

そこで筆者たちも最初の取り組みとして,丹後[11]・ [12]と 同様この分布を事前分布として仮定する

こととした。(7)式からも明らかなようにガンマ分布は,パラメーターθ以外にも未知パラメーターα,

βが含事
れている。一方,こ の分布の期待値は,,分

散が
プ昇
であるため,筆者たちの問題として

いるθ′に
ついては,次のように定式化される負の 2項分布に従 うことになる。

(7)

(8)

この (8)式から,未知パラメーターα, βは最尤法によつて求めることができる。
1'そ こで求めら

れたパラメーターα, βの最尤推定量∂,β を利用して、最終的には以下のようにθ」の経験的
ベイ

ズ推定量ち が導出される。

∂y. =θク
+メ9ノ
 ピ
:)L                                 (9)

以上が本研究で問題とする経験的ベイズ推定法の概略である。なお,筆者たちが問題とする静岡県

内の産業別・市町村別労働移動率への適用とその具体的な問題点の析出は今後の課題として取り組む

予定ではあるが,それに先立ち本稿では理論的な問題をいくつか指摘しておきたい。第一は,やはり

ベイズ推定において常に問題となる事前分布の仮定である。筆者たちが検討の対象としたポワソン・

Ю)自 市町村への流出=非流出を含んでいるので,これはプ産業における就業者総数を意味する。
1つ 丹後[11]によれば,反復収東法により最尤推定値を求めることができるとしているが,初期値の推定にはモーメン
ト法を利用することを勧めている。

P(0り α`,β)= F(β
)OJ!(α +″ブ)β (z;〔;|「|:ケ
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ガンマモデルによる丹後[11]・ [12]や平,佐伯,中 田14]の先行研究は,も ともと市町村間の死因別 。年

齢別死亡率を補正する目的で開発されたものであり,そこには死亡率の地域特性はないということが

前提でモデルが構築されている。しかし筆者たちが問題とする産業別の労働移動率は,地域特性の影

響を大きく受ける可能性があり,こ こで示したポワソン・ガンマモデルの仮定に代えて新たな確率分

布の仮定を模索する必要が出てこよう。第二に,例えこのようなベイズ推定法を用いたとしても,前

節で見たようなオーダーメー ド集計に関わる誤差は補正することが難しいということである。もとも

とランダムな誤差を想定できない性質の誤差であるため,これをどのように評価するかは理論的にも

経験的にも難しい問題である。 しかしながら,オーソドッタスな統計的推淑」とは異なり,ベイズ推測
の場合事前分布に工夫を加えれば,こ のような問題をある程度克服できる可能性も否定できない。そ

れらについては今後応用研究を進めていく過程で更なる検討をカロえていく。

今後の課題―むすびに代えて一

SDモデルを地域分析に応用するために今後検討すべき課題の一つは,小地域表章の公的統計を利

用する際に生じるデータの精度の問題である。繰り返しになるが,オーダーメー ド集計データを利用

する場合,統計法上の制約より誤差が含まれることは不可避である。本稿で扱つた事例で言うと,こ

の誤差とは,統計表章上,静岡県内における市町村間労働移動者数を 10人単位で集計・表示すること

から生じる乖離を指す。この誤差に加えて,小地域表章故に生ずるデータの精度の問題もある。

例えば,本稿で問題とした市町村間就業者移動は,全産業だけではなく産業別に検討する必要があ

るが,農林業のような県全体でも就業者数が相対的に少ない産業部門を取り上げる場合,一つの問題

が生じることは既に指摘した。市町村別にこの産業部門の労働移動率 (流出率・流入率)を見たとき,

もともと分子に相当する市町村別労働移動量に対して,分母となる就業者総数は人口規模の大きさに

よつて大きく変化するため,人口規模の小さい市町村 (従つて就業者総数の少ない市町村)では,労

働移動量のわずかの変化でも大きくその比率の計算値に影響するからである。

このような小地域であるという事情から生じる比率の問題を補正する試みとして,本稿では経験的
ベイズ推定法を取り上げた。この推定法は,これまでも「人口動態統計」における市町村別死因別死

亡率の計算などで応用されている研究」lJがいくつか存在しており,本稿では事前分布としてガンマ分

布を仮定したポワソン・ガンマモデルによる場合の基本的な問題点を検討した。残された問題として

は,経験ベイズ推定法を実際に応用し,そ こから生ずる経験的な問題点を探ることであろう。仮定す
べき確率モデルの妥当性も含めて,経済データの精度を担保する方法を今後も検討していきたい。
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